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       がん治療のどの時期にでも患者・家族や医療介護機関からアクセス可能な緩和ケアリソース情報を有す

る地域緩和ケアネットワークシステムの構築に関する研究 
 

研究代表者  下山 理史   愛知県がんセンター 緩和ケア部 
 

研究要旨 令和2年度では、医療者側からみた地域緩和ケア（在宅医療）への意向の 
障壁を調査した。今年度は、患者側から見た在宅医療への抵抗感を確認した。そして 
同時に、地域緩和ケアネットワークの継続構築を行いつつ、地域緩和ケアに移行する 
ときの評価指標の同定を行った。 
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 Ａ．研究目的 

  本研究班2年目であり、利用できるネ
ットワークの構築と、その内容につい
てさらに掘り下げることと同時に、早
期在宅緩和ケアの導入ができた際に、
その成果を測る尺度として汎用できるQ
Iを策定していくことを今年度の目的と
した。 

 
       Ｂ．研究方法 

①患者家族からアクセス可能なオン
ライン緩和ケア相談・検索システム
の実装については、ネットワーク構
築等により行った。 
② QI同定に関しては、スコーピング

レビューを行った。 
③ 患者ニーズについては、オンライ

ンでアンケート調査を行った。 
（倫理面への配慮） 
特に倫理面での配慮を要するものは
ないが、個人情報の管理については
昨年同様に厳重に行った。 

 
       Ｃ．研究結果 

①リソースのマッピングとオンライ
ンサイトの構築を行った。各地域の
ネットワークシステムとの接続も確
認した。 
②文献検索で抽出された973件の文献
について、2名の緩和医療専門医でス
コーピングレビューを行った。2次ス
クリーニングまで行った結果その3件
の研究が同定され、同研究の文献か
らQI候補を抽出した。 
③在宅医療を約５割の方が知ってお
り、積極的治療が終了した時期と抗
がん剤治療中の副作用で困ってると
きに主に必要だと感じている結果等
が得られた。 

        
          
        
 Ｄ．考察 
ネットワークシステムの構築は順調に進ん
でいる。 
QIの同定は、引き続き令和4年度行ってい
くが、これは今後在宅緩和ケアの質等の評
価を行う上でとても重要な指標となりうる
ものと考える。 
ネットワーク構築にあたり、医療者が配慮
を行う点としては、患者側が在宅医療の必
要性を感じなければ在宅導入は難しいこと
がわかったので、在宅緩和ケアを知っても
らい、その有用性を感じてもらえるような
枠組みの構築が今後必要となる。 
 
Ｅ．結論 
 この2年で調査した医療者・患者双方か
らの在宅移行に関する障壁を改善しつつ、
在宅緩和ケアネットワークシステムを構築
する準備はある程度整った。令和4年度は
このシステム内容を充実し、患者家族が持
続的に利用可能な在宅緩和ケア連携システ
ムを構築する。 
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